
（注意事項）
1 　問題は 1 ページから 55 ページまで 60 問あり、時間は 3 時間です。
2 　解答は、別紙の答案用紙に記入してください。
3 　答案用紙への記入およびマークは、次のようにしてください。
ア　氏名は必ず記入してください。
イ　受験番号および生年月日は、所定欄に横書きし、該当箇所をマークしてください。
ウ　択一式（ 5 肢択一式）問題は、 1 から 5 までの答えのうち正しいと思われるものを

一つ選び、マークしてください。二つ以上の解答をしたもの、判読が困難なものは誤
りとなります。

＜択一式（ 5 肢択一式）問題の解答の記入例＞

問題 1 　日本の首都は、次のうちどれか。
1 　札幌
2 　東京　　　（正解）　　
3 　名古屋
4 　京都
5 　大阪

エ　択一式（多肢選択式）問題は、枠内（ 1 〜20）の選択肢から空欄 ア 〜 エ に当
てはまる語句を選び、マークしてください。二つ以上の解答をしたもの、判読が困難
なものは誤りとなります。

＜択一式（多肢選択式）問題の解答の記入例＞

問題 2 　次の文章の空欄 ア 〜 エ に当てはまる語句を、枠内の選択肢（ 1 〜
20）から選びなさい。
…………… ア …………………………… イ ………………………………… 

…………………………… ウ ……………………………… エ ………………。

オ　記述式問題は、答案用紙裏面の解答欄（マス目）に記述してください。

1 …… 2 …… 3 …… 4 …… 5 …… 6 …… 7 …… 8 …… 9 ……10……
11……12……13……14……15……16……17……18……19……20……

平成26年度
行政書士試験問題

試験開始の合図があるまで開いてはいけません。
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問題 1　第二次世界大戦後の日本の法制度に関する次のア〜オの出来事を年代順に並べた
ものとして正しいものはどれか。

ア　行政事件訴訟特例法にかわって、新たに行政事件訴訟法が制定され、その際、無
効等確認訴訟や不作為の違法確認訴訟に関する規定が新設された。
イ　それまでの家事審判所と少年審判所が統合され、裁判所法の規定に基づき、家庭
裁判所が創設された。
ウ　環境の保全について、基本理念を定め、環境の保全に関する施策の基本となる事
項を定めることなどを目的とする環境基本法が制定された。
エ　民法の改正により、従来の禁治産・準禁治産の制度にかわって、成年後見制度が
創設された。
オ　裁判員の参加する刑事裁判に関する法律が制定され、国民の中から選任された裁
判員が裁判官と共に刑事訴訟手続に関与する裁判員制度が導入された。

1　ア→エ→イ→オ→ウ
2　ア→イ→エ→ウ→オ
3　ア→イ→ウ→エ→オ
4　イ→ア→ウ→エ→オ
5　イ→エ→オ→ア→ウ

法　令　等 ［問題 1〜問題40は択一式（ 5肢択一式）］
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問題 2　法令における通常の用語法等に関する次の記述のうち、妥当でないものはどれ
か。

1　「及び」と「並びに」は、いずれもその前後の語句を並列させる接続語であり、
並列される語句に段階がある場合には、一番小さな並列的連結にだけ「及び」を用
い、他の大きな並列的連結には全て「並びに」を用いる。
2　「又は」と「若しくは」は、いずれも前後の語句を選択的に連結する接続語であ
り、選択される語句に段階がある場合には、一番大きな選択的連結にだけ「又は」
を用い、他の小さな選択的連結には全て「若しくは」を用いる。
3　法令に「Ａ、Ｂその他のＸ」とある場合には、ＡとＢは、Ｘの例示としてＸに包
含され、「Ｃ、Ｄその他Ｙ」とある場合は、Ｃ、Ｄ、Ｙは、並列の関係にある。
4　法令に「適用する」とある場合は、その規定が本来の目的としている対象に対し
て当該規定を適用することを意味し、「準用する」とある場合は、他の事象に関す
る規定を、それに類似する事象について必要な修正を加えて適用することを意味す
る。なお、解釈により準用と同じことを行う場合、それは「類推適用」と言われ
る。
5　「遅滞なく」、「直ちに」、「速やかに」のうち、時間的即時性が最も強いのは「直
ちに」であり、その次が「遅滞なく」である。これらのうち、時間的即時性が最も
弱いのは「速やかに」である。



3

問題 3　憲法 13 条に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

1　幸福追求権について、学説は憲法に列挙されていない新しい人権の根拠となる一
般的かつ包括的な権利であると解するが、判例は立法による具体化を必要とするプ
ログラム規定だという立場をとる。
2　幸福追求権の内容について、個人の人格的生存に必要不可欠な行為を行う自由を
一般的に保障するものと解する見解があり、これを「一般的行為自由説」という。
3　プライバシーの権利について、個人の私的領域に他者を無断で立ち入らせないと
いう消極的側面と並んで、積極的に自己に関する情報をコントロールする権利とい
う側面も認める見解が有力である。
4　プライバシーの権利が、私法上、他者の侵害から私的領域を防御するという性格
をもつのに対して、自己決定権は、公法上、国公立の学校や病院などにおける社会
的な共同生活の中で生じる問題を取り扱う。
5　憲法 13 条が幸福追求権を保障したことをうけ、人権規定の私人間効力が判例上
確立された 1970 年代以降、生命・身体、名誉・プライバシー、氏名・肖像等に関
する私法上の人格権が初めて認められるようになった。
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問題 4　行政書士をめざすＡ君は、いくつかの最高裁判所判決を読みながら、その重要な
部分を書き取ったカードを作成し、判例の論理をたどろうとしていたところ、うっ
かりしてカードをばらまいてしまった。その際に、要約ミスのため捨てるはずだっ
た失敗カードが 1枚混ざってしまったため、全体としてつじつまがあわなくなっ
た。以下の 1〜 5のうち、捨てるはずだった失敗カードの上に書かれていた文章は
どれか。

1　一般に、国民生活上不可欠な役務の提供の中には、当該役務のもつ高度の公共性
にかんがみ、その適正な提供の確保のために、法令によって、提供すべき役務の内
容及び対価等を厳格に規制するとともに、更に役務の提供自体を提供者に義務づけ
る等のつよい規制を施す反面、これとの均衡上、役務提供者に対してある種の独占
的地位を与え、その経営の安定をはかる措置がとられる場合がある。
2　憲法 22 条 1 項は、国民の基本的人権の一つとして、職業選択の自由を保障して
おり、そこで職業選択の自由を保障するというなかには、広く一般に、いわゆる営
業の自由を保障する趣旨を包含しているものと解すべきであり、ひいては、憲法
が、個人の自由な経済活動を基調とする経済体制を一応予定しているものというこ
とができる。
3　しかし、憲法は、個人の経済活動につき、その絶対かつ無制限の自由を保障する
趣旨ではなく、各人は、「公共の福祉に反しない限り」において、その自由を享有
することができるにとどまり、公共の福祉の要請に基づき、その自由に制限が加え
られることのあることは、右条項自体の明示するところである。
4　のみならず、憲法の他の条項をあわせ考察すると、憲法は、全体として、福祉国
家的理想のもとに、社会経済の均衡のとれた調和的発展を企図しており、その見地
から、すべての国民にいわゆる生存権を保障し、その一環として、国民の勤労権を
保障する等、経済的劣位に立つ者に対する適切な保護政策を要請していることは明
らかである。
5　おもうに、右条項に基づく個人の経済活動に対する法的規制は、個人の自由な経
済活動からもたらされる諸々の弊害が社会公共の安全と秩序の維持の見地から看過
することができないような場合に、消極的に、かような弊害を除去ないし緩和する
ために必要かつ合理的な規制である限りにおいてのみ許されるべきである。
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問題 5　投票価値の平等に関する次の記述のうち、判例に照らし、妥当なものはどれか。

1　議員定数配分規定は、その性質上不可分の一体をなすものと解すべきであり、憲
法に違反する不平等を生ぜしめている部分のみならず、全体として違憲の瑕疵を帯
びるものと解すべきである。
2　投票価値の不平等が、国会の合理的裁量の範囲を超えると判断される場合には、
選挙は違憲・違法となるが、不均衡の是正のために国会に認められる合理的是正期
間を経過していなければ、事情判決の法理により選挙を有効とすることも許され
る。
3　衆議院議員選挙については、的確に民意を反映する要請が強く働くので、議員 1
人当たりの人口が平等に保たれることが重視されるべきであり、国会がそれ以外の
要素を考慮することは許されない。
4　参議院議員選挙区選挙は、参議院に第二院としての独自性を発揮させることを期
待して、参議院議員に都道府県代表としての地位を付与したものであるから、かか
る仕組みのもとでは投票価値の平等の要求は譲歩・後退を免れない。
5　地方公共団体の議会の議員の定数配分については、地方自治の本旨にもとづき各
地方公共団体が地方の実情に応じ条例で定めることができるので、人口比例が基本
的な基準として適用されるわけではない。

問題 6　内閣に関する憲法の規定の説明として正しいものはどれか。

1　内閣総理大臣は、衆議院議員の中から、国会の議決で指名する。
2　国務大臣は、内閣総理大臣の指名に基づき、天皇が任命する。
3　内閣は、衆議院で不信任の決議案が可決されたとき、直ちに総辞職しなければな
らない。
4　内閣は、総選挙の結果が確定すると同時に、直ちに総辞職しなければならない。
5　内閣は、総辞職の後、新たに内閣総理大臣が任命されるまで引き続き職務を行
う。
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問題 7　法令相互の関係に関する次の記述のうち、妥当なものはどれか。

1　刑罰の制定には法律の根拠が必要であるから、条例で罰則を定めるためには、そ
の都度、法律による個別具体的な授権が必要である。
2　国会による条約の承認には、予算と同様の衆議院の優越が適用され、法律の議決
の方がより厳格な手続を要するので、条約の国内法的効力は、法律に劣る。
3　法律の委任がなければ、政令によって国民に義務を課し、もしくはその権利を制
限することはできないが、緊急の必要がある場合、国会の事後の承認を条件に、そ
のような定めを政令で行うことは、必ずしも違憲とはいえない。
4　最高裁判所は、裁判所の内部規律・司法事務処理に関し規則を制定することがで
きるが、訴訟手続や弁護士に関する定めは法律事項であるから、規則で定めること
はできない。
5　憲法は両議院に対し自律権を認め、議院内部の事項について自主的に議事規則を
定める権能を付与しているが、国会法は、両議院と政府等の関係や議院相互の関係
にとどまらず、議院内部の事項をも規定している。
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問題 8　次の会話の空欄 ア 〜 エ に当てはまる語句の組合せとして、正しいものはど
れか。

Ａ　「私も 30 年近く前から自動車の運転免許を持っているのですが、今日はこれを
素材にしてちょっと行政法のことについて聞きましょう。これが私の持っている
免許証ですが、これにはいろいろな記載がなされています。これらの記載が行政
法学上、どのように位置づけられるか答えてください。まず、最初に免許証につ
いて『平成 29 年 08 月 15 日まで有効』と書かれていますが、これはどうかな。」
Ｂ　「その記載は、行政処分に付せられる附款の一種で、行政法学上、 ア と呼ば
れるものです。」
Ａ　「そうですね。次ですが、『免許の条件等』のところに『眼鏡等』と書かれてい
ます。これはどうでしょう。」
Ｂ　「これは、運転にあたっては視力を矯正する眼鏡等を使用しなければならない
ということですから、それも附款の一種の イ と呼ばれるものです。」
Ａ　「それでは、運転免許は一つの行政行為とされるものですが、これは行政行為
の分類ではどのように位置づけられていますか。」
Ｂ　「運転免許は、法令により一度禁止された行為について、申請に基づいて個別
に禁止を解除する行為と考えられますから、その意味でいえば、 ウ に当たり
ますね。」
Ａ　「よろしい。最後ですが、道路交通法 103 条 1 項では、『自動車等の運転に関し
この法律若しくはこの法律に基づく命令の規定又はこの法律の規定に基づく処分
に違反したとき』、公安委員会は、『免許を取り消』すことができると規定してい
ます。この『取消し』というのは、行政法の学問上どのような行為と考えられて
いますか。」
Ｂ　「免許やその更新自体が適法になされたのだとすれば、その後の違反行為が理
由になっていますから、それは行政法学上、 エ と呼ばれるものの一例だと思
います。」
Ａ　「はい、結構です。」

　　 ア　　　　イ　　　　ウ　　　　 エ
1　条件　　　負担　　　免除　　　取消し
2　期限　　　条件　　　特許　　　撤回
3　条件　　　負担　　　特許　　　取消し
4　期限　　　負担　　　許可　　　撤回
5　期限　　　条件　　　許可　　　取消し
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問題 9　行政立法に関する次のア〜オの記述のうち、最高裁判所の判例に照らし、誤って
いるものはいくつあるか。法令および省庁名は当時のものである。

ア　文部省令が、登録の対象となる文化財的価値のある刀剣類の鑑定基準として、美
術品として文化財的価値を有する日本刀に限る旨を定めたことは、銃砲刀剣類所持
等取締法の趣旨に沿う合理性を有する鑑定基準を定めたものというべきであるか
ら、これをもって法の委任の趣旨を逸脱する無効のものということはできない。
イ　教科書検定につき、文部大臣が、学校教育法 88 条＊の規定に基づいて、文部省
令、文部省告示により、審査の内容及び基準並びに検定の施行細則である検定の手
続を定めたことは、法律の委任を欠くとまではいえない。
ウ　児童扶養手当法施行令が、父から認知された婚姻外懐胎児童を児童扶養手当の支
給対象となる児童の範囲から除外したことは、社会観念上著しく妥当性を欠き、裁
量権を濫用したものとは認められないので、児童扶養手当法の委任の範囲を逸脱し
た違法な規定と解することはできない。
エ　地方自治法施行令が、公職の候補者の資格に関する公職選挙法の定めを議員の解
職請求代表者の資格について準用し、公務員について解職請求代表者となることを
禁止していることは、地方自治法の委任に基づく政令の定めとして許される範囲を
超えたものとはいえない。
オ　国家公務員法が人事院規則に委任しているのは、公務員の職務の遂行の政治的中
立性を損なうおそれが実質的に認められる政治的行為の行為類型を規制の対象とし
て具体的に定めることであるから、国家公務員法が懲戒処分の対象と刑罰の対象と
で殊更に区別することなく規制の対象となる政治的行為の定めを人事院規則に委任
しているからといって、憲法上禁止される白紙委任に当たらない。

1　一つ
2　二つ
3　三つ
4　四つ
5　五つ

（注）　＊　学校教育法 88 条

この法律に規定するもののほか、この法律施行のため必要な事項で、地方公共団体

の機関が処理しなければならないものについては政令で、その他のものについては監

督庁が、これを定める。
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問題10　行政調査に関する次のア〜エの記述のうち、正しいものの組合せはどれか。争い
がある場合には最高裁判所の判例の立場による。

ア　行政手続法には、行政調査の手続に関する通則的な規定は置かれておらず、ま
た、同法は、情報収集を直接の目的とする処分・行政指導には適用されない。
イ　警察官職務執行法上の職務質問に付随して行う所持品検査は、検査の必要性、緊
急性の認められる場合には、相手方への強制にわたるものであっても適法である。
ウ　法律の規定を設ければ、行政調査に応じなかったことを理由として、刑罰を科す
など、相手方に不利益を課すことも許される。
エ　税務調査（質問検査権）に関しては、国税通則法により、急速を要する場合を除
き、事前に裁判官の許可を得ることが必要とされている。

1　ア・イ
2　ア・ウ
3　イ・ウ
4　イ・エ
5　ウ・エ
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問題11　不利益処分に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

1　行政手続法は、不利益処分について、処分庁が処分をするかどうかを判断するた
めに必要な処分基準を定めたときは、これを相手方の求めにより開示しなければな
らない旨を規定している。
2　行政手続法は、不利益処分について、処分と同時に理由を提示すべきこととして
いるが、不服申立ての審理の時点で処分庁が当該処分の理由を変更できる旨を規定
している。
3　行政手続法は、処分庁が金銭の納付を命じ、または金銭の給付を制限する不利益
処分をしようとするときは、聴聞の手続も弁明の機会の付与の手続もとる必要がな
い旨を規定している。
4　行政手続法は、処分庁が意見陳述のための手続をとることなく不利益処分をした
場合、処分の名あて人は処分後に当該手続をとることを求めることができる旨を規
定している。
5　行政手続法は、原則として聴聞の主宰者は処分庁の上級行政庁が指名する処分庁
以外の職員に担当させるものとし、処分庁の職員が主宰者となること、および処分
庁自身が主宰者を指名することはできない旨を規定している。
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問題12　許可の申請手続において、行政庁Ｙは審査基準を公にしないまま手続を進めて、
結果として申請者Ｘに許可を与えなかった。この事例に関する次の記述のうち、行
政手続法の条文に照らし、正しいものはどれか。

1　Ｙは公聴会を開催してＸの意見を聞く法的義務を負うことから、Ｙが審査基準を
公にしなかったことも違法とはならない。
2　行政庁が審査基準を公にすることは努力義務に過ぎないことから、Ｙが審査基準
を公にしなかったことも違法とはならない。
3　Ｘは情報公開法＊に基づき情報公開請求をして審査基準を閲覧できることから、
Ｙが審査基準を公にしなかったことも違法とはならない。
4　審査基準は、申請者の求めがあったときにこれを示せば足りることから、Ｘが審
査基準の提示をＹに求めなかったのであれば、Ｙが審査基準を公にしなかったこと
も違法とはならない。
5　審査基準を公にすると行政上特別の支障が生じるのであれば、Ｙが審査基準を公
にしなかったことも違法とはならない。

（注）　＊　行政機関の保有する情報の公開に関する法律
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問題13　行政手続法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

1　行政手続法の行政指導に関する規定は、地方公共団体の機関がする行政指導につ
いては、それが国の法令の執行に関わるものであっても適用されず、国の機関がす
る行政指導のみに適用される。
2　地方公共団体の機関が命令等を定める行為について、行政手続法の意見公募手続
に関する規定は適用されないが、地方公共団体の機関がする処分については、その
根拠となる規定が条例に定められているものであっても、同法の処分手続に関する
規定が適用される。
3　申請に対する処分であっても、処分をするか否かに行政庁の裁量が認められない
と考えられる処分については、行政庁が審査をする余地がないため、届出の手続に
関する規定が適用される。
4　行政庁が不利益処分をしようとする場合、処分の名あて人となるべき者でなくて
も、当該処分について法律上の利益を有する者に対しては、弁明の機会の付与の手
続に関する規定が適用される。
5　行政手続法の規定が適用除外される事項は、同法に定められているので、個別の
法律により適用除外とされるものはなく、個別の法律に同法と異なる定めがあって
も同法の規定が優先して適用される。
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問題14　行政不服審査法に基づく審査請求の裁決と取消訴訟との関係について、妥当な記
述はどれか。

1　審査請求の裁決に不服がある審査請求人は、これに対して取消訴訟を提起して争
うことができるが、それ以外の者は、裁決に不服があっても取消訴訟を提起するこ
とはできない。
2　違法な処分に対する審査請求について、審査庁が誤って棄却する裁決をした場
合、審査請求人は、裁決取消訴訟により、元の処分が違法であったことを理由とし
て、棄却裁決の取消しを求めることができる。
3　審査請求の裁決には理由を付さなければならないが、付された理由が不十分で
あったとしても、裁決に対する取消訴訟において、理由の記載の不備のみのために
裁決が取消されることはない。
4　適法な審査請求が審査庁により誤って却下された場合には、審査請求の前置が取
消訴訟の訴訟要件とされていても、審査請求人は、審査請求に対する実体的な裁決
を経ることなく、元の処分に対する取消訴訟を提起できる。
5　処分に対して審査請求がなされた場合においても、当該処分の取消訴訟の出訴期
間については、当該処分を知った日の翌日が起算日とされ、この期間が経過すれ
ば、審査請求の手続の途中でも、当該処分に不可争力が生じる。
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問題15　行政不服審査法に基づく審査請求の教示義務に関する次のア〜エの記述のうち、
正しいものの組合せはどれか。

ア　処分庁は、審査請求ができる処分をするときは、処分の相手方に対し、審査請求
ができる旨、審査請求すべき行政庁、審査請求期間、審査請求書に記載すべき事項
を教示しなければならない。
イ　処分庁が誤って審査請求すべき行政庁でない行政庁を教示し、当該行政庁に審査
請求書が提出された場合、当該行政庁は処分庁または本来の審査請求すべき行政庁
に審査請求書を送付しなければならない。
ウ　処分庁は、処分の相手方以外の利害関係者から当該処分が審査請求のできる処分
であるか否かについて教示を求められたときは、当該事項を教示しなければならな
い。
エ　処分庁が審査請求書に記載すべき事項を誤って教示し、それに沿った審査請求書
が提出されたときは、審査請求を受けた行政庁は、審査請求をした者に期限を定め
て補正を求めなければならない。

1　ア・イ
2　ア・エ
3　イ・ウ
4　イ・エ
5　ウ・エ
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問題16　行政事件訴訟法による不作為の違法確認の訴えに関する次の記述のうち、正しい
ものはどれか。

1　不作為の違法確認の訴えは、行政庁が、法令に基づく申請に対して、相当の期間
内に申請を認める処分又は審査請求を認容する裁決をすべきであるにかかわらず、
これをしないことについての違法の確認を求める訴訟をいう。
2　不作為の違法確認の訴えが提起できる場合においては、申請を認める処分を求め
る申請型義務付け訴訟を単独で提起することもでき、その際には、不作為の違法確
認の訴えを併合提起する必要はない。
3　不作為の違法確認の訴えの提起があった場合において、当該申請に対して何らか
の処分がなされないことによって生ずる重大な損害を避けるため緊急の必要がある
ときは、仮の義務付けの規定の準用により、仮の義務付けを申し立てることができ
る。
4　不作為の違法確認の訴えは、公法上の当事者訴訟の一類型であるから、法令以外
の行政内部の要綱等に基づく申請により、行政機関が申請者に対して何らかの利益
を付与するか否かを決定することとしているものについても、その対象となりう
る。
5　不作為の違法確認の訴えについては、取消訴訟について規定されているような出
訴期間の定めは、無効等確認の訴えや処分の差止めの訴えと同様、規定されていな
い。
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問題17　原告適格に関する最高裁判所の判決についての次のア〜オの記述のうち、正しい
ものはいくつあるか。

ア　公衆浴場法の適正配置規定は、許可を受けた業者を濫立による経営の不合理化か
ら守ろうとする意図まで有するものとはいえず、適正な許可制度の運用によって保
護せらるべき業者の営業上の利益は単なる事実上の反射的利益にとどまるから、既
存業者には、他業者への営業許可に対する取消訴訟の原告適格は認められない。
イ　森林法の保安林指定処分は、一般的公益の保護を目的とする処分であるから、保
安林の指定が違法に解除され、それによって自己の利益を侵害された者であって
も、解除処分に対する取消しの訴えを提起する原告適格は認められない。
ウ　定期航空運送事業に対する規制に関する法体系は、飛行場周辺の環境上の利益を
一般的公益として保護しようとするものにとどまるものであり、運送事業免許に係
る路線を航行する航空機の騒音によって社会通念上著しい障害を受けることになる
者であっても、免許取消訴訟を提起する原告適格は認められない。
エ　自転車競技法に基づく場外車券発売施設の設置許可の処分要件として定められて
いる位置基準は、用途の異なる建物の混在を防ぎ都市環境の秩序有る整備を図ると
いう一般的公益を保護するにすぎないから、当該場外施設の設置・運営に伴い著し
い業務上の支障が生ずるおそれがあると位置的に認められる区域に医療施設等を開
設する者であっても、位置基準を根拠として当該設置許可の取消しを求める原告適
格は認められない。
オ　（旧）地方鉄道法に定める料金改定の認可処分に関する規定の趣旨は、もっぱ
ら、公共の利益を確保することにあるのであって、当該地方鉄道の利用者の個別的
な権利利益を保護することにあるのではないから、通勤定期券を利用して当該鉄道
で通勤する者であっても、当該認可処分によって自己の権利利益を侵害され又は必
然的に侵害されるおそれのある者に当たるということはできず、認可処分の取消し
を求める原告適格は認められない。

1　一つ
2　二つ
3　三つ
4　四つ
5　五つ
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問題18　狭義の訴えの利益に関する次の記述のうち、最高裁判所の判例に照らし、妥当な
ものはどれか。

1　都市計画法に基づく開発許可の取消しを求める利益は、開発行為に関する工事の
完了によっても失われない。
2　市立保育所の廃止条例の制定行為の取消しを求める利益は、原告らに係る保育の
実施期間がすべて満了したとしても失われない。
3　公文書の非公開決定の取消しを求める利益は、当該公文書が裁判所に書証として
提出された場合でも失われない。
4　土地収用法による明渡裁決の取消しを求める利益は、明渡しに関わる代執行の完
了によっても失われない。
5　衆議院議員選挙を無効とすることを求める利益は、その後に衆議院が解散され、
当該選挙の効力が将来に向かって失われたときでも失われない。
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問題19　国家賠償法に関する次のア〜オの記述のうち、最高裁判所の判例に照らし、誤っ
ているものの組合せはどれか。

ア　 1条 1項に基づく国家賠償請求については、国または公共団体が賠償の責に任ず
るのであって、公務員が行政機関としての地位において賠償の責任を負うものでは
なく、また公務員個人もその責任を負うものではないから、行政機関を相手方とす
る訴えは不適法であり、公務員個人を相手方とする請求には理由がない。
イ　都道府県が児童福祉法に基づいて要保護児童を国又は公共団体以外の者の設置運
営する児童養護施設に入所させたところ、当該施設の被用者がその入所児童に損害
を加えたため、当該被用者の行為が都道府県の公権力の行使に当たるとして都道府
県が被害者に対して 1条 1項に基づく損害賠償責任を負う場合であっても、被用者
個人は、民法 709 条に基づく損害賠償責任を負わないが、施設を運営する使用者
は、同法 715 条に基づく損害賠償責任を負う。
ウ　法律の規定上当該営造物の設置をなしうることが認められている国が、自らこれ
を設置するにかえて、特定の地方公共団体に対しその設置を認めたうえ、その営造
物の設置費用につき当該地方公共団体の負担額と同等もしくはこれに近い経済的な
補助を供与する反面、その地方公共団体に対し法律上当該営造物につき危険防止の
措置を請求しうる立場にあるときには、国は、 3条 1項所定の設置費用の負担者に
含まれる。
エ　市町村が設置する中学校の教諭がその職務を行うについて故意又は過失によって
違法に生徒に損害を与えた場合において、当該教諭の給料等を負担する都道府県が
1条 1項、 3条 1項に従い上記生徒に対して損害を賠償したときは、当該都道府県
は、賠償した損害につき、 3条 2項に基づき当該中学校を設置する市町村に対して
求償することはできない。
オ　公務員の定期健康診断におけるレントゲン写真による検診及びその結果の報告
は、医師が専らその専門的技術及び知識経験を用いて行う行為であって、医師の一
般的診断行為と異なるところはないから、国の機関の嘱託に基づいて保健所勤務の
医師により行われた診断であっても、特段の事由のない限り、それ自体としては公
権力の行使たる性質を有するものではない。

1　ア・エ
2　ア・オ
3　イ・ウ
4　イ・エ
5　ウ・オ
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問題20　土地収用に伴う土地所有者に対する損失補償について、妥当な記述はどれか。

1　土地収用に伴う損失補償は、「相当な補償」で足るものとされており、その額に
ついては、収用委員会の広範な裁量に委ねられている。
2　土地収用に伴う損失補償を受けるのは、土地所有者等、収用の対象となる土地に
ついて権利を有する者に限られ、隣地の所有者等の第三者が補償を受けることはな
い。
3　収用委員会の収用裁決によって決定された補償額に起業者が不服のある場合に
は、土地所有者を被告として、その減額を求める訴訟を提起すべきこととされてい
る。
4　土地収用に伴う土地所有者に対する補償は、その土地の市場価格に相当する額に
限られ、移転に伴う営業利益の損失などは、補償の対象とされることはない。
5　土地収用に関しては、土地所有者の保護の見地から、金銭による補償が義務付け
られており、代替地の提供によって金銭による補償を免れるといった方法は認めら
れない。
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問題21　普通地方公共団体の長についての地方自治法の規定に関する次のア〜オの記述の
うち、正しいものの組合せはどれか。

ア　長は、その管理に属する行政庁の処分が法令、条例または規則に違反すると認め
るときは、その処分を取り消し、または停止することができる。
イ　当該普通地方公共団体の議会が長の不信任の議決をした場合において、長は議会
を解散することができ、その解散後初めて招集された議会においては、再び不信任
の議決を行うことはできない。
ウ　当該普通地方公共団体の議会の議決がその権限を超えまたは法令もしくは会議規
則に違反すると認めるときは、長は、議決の日から所定の期間内に、議会を被告と
して、当該議決の無効確認の請求を裁判所に行うことができる。
エ　長は、当該普通地方公共団体に対し請負をする者およびその支配人になることが
できないが、地方自治法の定める要件をみたした場合で、かつ議会の同意を得た場
合にはその限りではない。
オ　会計管理者は、当該普通地方公共団体の長の補助機関である職員のうちから長が
命ずるが、長と一定の親族関係にある者は、会計管理者となることができず、また
長と会計管理者の間にこれらの関係が生じたときは、会計管理者は、その職を失
う。

1　ア・イ
2　ア・オ
3　イ・エ
4　ウ・オ
5　エ・オ
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問題22　Ａ市在住の日本国籍を有する住民Ｘ（40 歳）とＢ市在住の日本国籍を有しない
住民Ｙ（40 歳）に関する次の記述のうち、地方自治法の規定に照らし、正しいも
のはどれか。

1　Ｘは、Ａ市でもＢ市でも、住民訴訟を提起する資格がある。
2　Ｙは、Ａ市でもＢ市でも、住民訴訟を提起する資格がない。
3　Ｘは、Ａ市でもＢ市でも、事務監査請求をする資格がある。
4　Ｙは、Ａ市では事務監査請求をする資格がないが、Ｂ市ではその資格がある。
5　Ｘは、Ａ市でもＢ市でも、市長選挙の候補者になる資格がある。

問題23　条例に関する地方自治法の規定について、次の記述のうち、正しいものはどれ
か。

1　選挙権を有する者からの一定の者の連署による条例の制定又は改廃の請求がなさ
れた場合、適法な請求を受理した長は、これを議会に付議しなければならず、付議
を拒否することは認められていない。
2　選挙権を有する者は、一定の者の連署によって、条例の制定及び改廃の請求をす
ることができるが、その対象となる条例の内容については、明文の制約はない。
3　地方公共団体の条例制定権限は、当該地方公共団体の自治事務に関する事項に限
られており、法定受託事務に関する事項については、及ばない。
4　条例の議決は、議会の権限であるから、条例の公布も、議会の議長の権限とされ
ているが、議長から送付を受けた長が公報などにより告示する。
5　条例の制定は、議会に固有の権限であるから、条例案を議会に提出できるのは議
会の議員のみであり、長による提出は認められていない。
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問題24　国家公務員と地方公務員との相違について、妥当な記述はどれか。

1　国家公務員については、国家公務員法に、原則として日本国籍を有する者のみを
任用する旨の規定があるが、地方公務員については、地方公務員法に、類似の明文
規定は設けられていない。
2　国家公務員による争議行為は、一般的に禁止されているが、地方公務員による争
議行為は、地方公務員法上、単純な労務に従事する職員について、一定の範囲で認
められている。
3　国家公務員の政治的活動に対する制限の範囲は、国家公務員法およびその委任を
受けた人事院規則により定められるが、地方公務員については、地方公務員法およ
び条例により定められる。
4　国家公務員の給与や勤務条件の基準は、法律によって定められることとされてい
るが、地方公務員の給与や勤務条件の基準は、議会の同意を得て長によって定めら
れることとされている。
5　国家公務員については、職員団体の結成のみが認められているが、地方公務員に
ついては、警察職員および消防職員を除き、労働組合法に基づく労働組合の結成が
認められている。
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問題25　鉄道事業者Ｘが輸送の安全対策を疎かにして多数の鉄道事故を引き起こしたこと
から、Ｙ（国土交通大臣）はＸに対して鉄道事業法に基づく事業改善命令を行うと
ともに（法 23 条）、Ｘの安全統括管理者（鉄道事業者が、輸送安全に関する業務を
統括管理させるため、事業運営上の重要な決定に参画する管理的地位にあり、か
つ、鉄道事業に関する一定の実務の経験その他の国土交通省令で定める要件を備え
る者のうちから選任する者をいう）の解任を命じることとした（法 18 条の 3第 7
項）＊。この事例に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。なお、鉄道事業
法には、行政手続や訴訟に関する特段の定めはない。

1　Ｙが事業改善命令を行うに際して、当該命令が許認可の取消しに相当するほど重
大な損害をＸに与える場合には、行政手続法に基づき、Ｘに対して、聴聞を実施し
なければならない。
2　Ｙが事業改善命令を行うに際して、公益上、緊急にこれをする必要がある場合に
は、行政手続法に基づき、Ｘに対して、聴聞に換えて、より簡易な手続である弁明
の機会の付与の手続をとらなければならない。
3　Ｙが業務改善命令を行わない旨を決定した場合、それによって安全を脅かされる
利用者は、これに対して取消訴訟を提起することができる。
4　Ｙが安全統括管理者の解任命令を行った場合、Ｘの法的地位が侵害されるわけで
はないから、Ｘには当該命令に対する取消訴訟を提起する原告適格は認められな
い。
5　Ｙが安全統括管理者の解任命令を行うに際しては、当該命令は許認可の取消しに
は当たらないものの、行政手続法に基づき、Ｘに対して、聴聞を実施しなければな
らない。

（注）　＊　鉄道事業法 18 条の 3第 7項

国土交通大臣は、安全統括管理者又は運転管理者がその職務を怠つた場合であつ

て、当該安全統括管理者又は運転管理者が引き続きその職務を行うことが輸送の安全

の確保に著しく支障を及ぼすおそれがあると認めるときは、鉄道事業者に対し、当該

安全統括管理者又は運転管理者を解任すべきことを命ずることができる。
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問題26　市町村に転入した者は市町村長に届出なければならないこととされているが、こ
の転入の届出について、妥当な記述はどれか。争いがあれば、最高裁判所の判例に
よる。

1　転入届については、届出書の提出により届出がなされたものと扱われ、市町村長
は、居住の実態がないといった理由で、その受理を拒否することは許されない。
2　転入届を受理せずに住民票を作成しないことは、事実上の取扱いに過ぎず、行政
処分には該当しないから、届出をした者は、これを処分取消訴訟により争うことは
できない。
3　正当な理由なく転入届を所定の期間内にしなかった者に科される過料は、行政上
の秩序罰であり、非訟事件手続法の手続により裁判所により科される。
4　転入により、地域の秩序が破壊され住民の安全が害されるような特別の事情があ
る場合には、市町村長は、緊急の措置として、転入届の受理を拒否することができ
る。
5　転入届に基づき作成された住民票が市町村長により職権で消除された場合、消除
の効力を停止しても、消除された住民票が復活するわけではないから、消除をうけ
た者には、その効力の停止を申し立てる利益はない。
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問題27　Ａ、Ｂ、ＣおよびＤは、共同で事業を営む目的で「Ｘ会」という団体を設立し
た。この場合に関する次の記述のうち、民法の規定および判例に照らし、誤ってい
るものはどれか。

1　Ｘ会が権利能力なき社団であり、Ａがその代表者である場合、Ｘ会の資産として
不動産があるときは、その不動産の公示方法として、Ａは、Ａ個人の名義で所有権
の登記をすることができる。
2　Ｘ会が民法上の組合である場合、Ｘ会の取引上の債務については、Ｘ会の組合財
産がその債務のための責任財産になるとともに、組合員であるＡ、Ｂ、ＣおよびＤ
も、各自が損失分担の割合に応じて責任を負う。
3　Ｘ会が権利能力なき社団である場合、Ｘ会の取引上の債務については、その構成
員全員に 1個の債務として総有的に帰属し、Ｘ会の社団財産がその債務のための責
任財産になるとともに、構成員であるＡ、Ｂ、ＣおよびＤも各自が連帯して責任を
負う。
4　Ｘ会が民法上の組合である場合、組合員であるＡ、Ｂ、ＣおよびＤは、Ｘ会の組
合財産につき持分権を有するが、Ｘ会が解散して清算が行われる前に組合財産の分
割を求めることはできない。
5　Ｘ会が権利能力なき社団である場合、構成員であるＡ、Ｂ、ＣおよびＤは、全員
の同意をもって、総有の廃止その他Ｘ会の社団財産の処分に関する定めのなされな
い限り、Ｘ会の社団財産につき持分権を有さず、また、社団財産の分割を求めるこ
とができない。
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問題28　Ａが自己所有の甲土地をＢに売却する旨の契約（以下、「本件売買契約」とい
う。）が締結された。この場合に関する次の記述のうち、民法の規定および判例に
照らし、妥当なものはどれか。

1　ＡはＢの強迫によって本件売買契約を締結したが、その後もＢに対する畏怖の状
態が続いたので取消しの意思表示をしないまま 10 年が経過した。このような場合
であっても、ＡはＢの強迫を理由として本件売買契約を取り消すことができる。
2　ＡがＢの詐欺を理由として本件売買契約を取り消したが、甲土地はすでにＣに転
売されていた。この場合において、ＣがＡに対して甲土地の所有権の取得を主張す
るためには、Ｃは、Ｂの詐欺につき知らず、かつ知らなかったことにつき過失がな
く、また、対抗要件を備えていなければならない。
3　ＡがＤの強迫によって本件売買契約を締結した場合、この事実をＢが知らず、か
つ知らなかったことにつき過失がなかったときは、ＡはＤの強迫を理由として本件
売買契約を取り消すことができない。
4　ＡがＥの詐欺によって本件売買契約を締結した場合、この事実をＢが知っていた
とき、または知らなかったことにつき過失があったときは、ＡはＥの詐欺を理由と
して本件売買契約を取り消すことができる。
5　Ａは未成年者であったが、その旨をＢに告げずに本件売買契約を締結した場合、
制限行為能力者であることの黙秘は詐術にあたるため、Ａは未成年者であることを
理由として本件売買契約を取り消すことはできない。
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問題29　Ａ、ＢおよびＣは費用を出し合って、別荘地である甲土地および同地上に築造さ
れた乙建物を購入し、持分割合を均等として共有名義での所有権移転登記を行っ
た。この場合に関する以下の記述のうち、民法の規定および判例に照らし、妥当で
ないものの組合せはどれか。

ア　甲土地および乙建物にかかる管理費用について、ＡおよびＢはそれぞれの負担部
分を支払ったが、資産状況が悪化したＣはその負担に応じないため、ＡおよびＢが
折半してＣの負担部分を支払った。この場合、Ｃが負担に応ずべき時から 1年以内
に負担に応じない場合には、ＡおよびＢは、相当の償金を支払ってＣの持分を取得
することができる。
イ　Ｃが甲土地および乙建物にかかる自己の持分をＤに譲渡し、その旨の登記がなさ
れたが、ＣＤ間の譲渡契約は錯誤により無効であった。この場合、ＡおよびＢは、
自己の持分が害されているわけではないので、単独でＤに対してＣＤ間の移転登記
の抹消を求めることはできない。
ウ　甲土地に隣接する丙土地について、甲土地からの観望を損ねるような工作物を築
造しないことを内容とする地役権が設定され、登記されていた。この場合、Ａは、
自己の持分については、単独で同地役権を消滅させることができるが、同地役権の
全部を消滅させることはできない。
エ　Ｃには相続人となるべき者はなく、内縁の妻Ｅと共に生活していたところ、Ｃが
死亡した。この場合、甲土地および乙建物にかかるＣの持分は、特別縁故者に当た
るＥに分与されないことが確定した後でなければ、他の共有者であるＡおよびＢに
帰属しない。
オ　Ｃの債務を担保するため、Ａ、ＢおよびＣが、各人の甲土地にかかる持分につ
き、Ｃの債権者Ｆのために共同抵当権を設定していたところ、抵当権が実行され、
Ｇが全ての持分を競落した。この場合には、乙建物のために法定地上権が成立す
る。

1　ア・イ
2　ア・エ
3　ア・オ
4　イ・ウ
5　ウ・エ
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問題30　物上代位に関する次の記述のうち、民法の規定および判例に照らし、誤っている
ものはどれか。

1　対抗要件を備えた抵当権者は、物上代位の目的債権が譲渡され、譲受人が第三者
に対する対抗要件を備えた後であっても、第三債務者がその譲受人に対して弁済す
る前であれば、自ら目的債権を差し押さえて物上代位権を行使することができる。
2　対抗要件を備えた抵当権者が、物上代位権の行使として目的債権を差し押さえた
場合、第三債務者が債務者に対して反対債権を有していたとしても、それが抵当権
設定登記の後に取得したものであるときは、当該第三債務者は、その反対債権を自
働債権とする目的債権との相殺をもって、抵当権者に対抗することはできない。
3　動産売買の先取特権に基づく物上代位につき、動産の買主が第三取得者に対して
有する転売代金債権が譲渡され、譲受人が第三者に対する対抗要件を備えた場合で
あっても、当該動産の元来の売主は、第三取得者がその譲受人に転売代金を弁済し
ていない限り、当該転売代金債権を差し押さえて物上代位権を行使することができ
る。
4　動産売買の先取特権に基づく物上代位につき、買主がその動産を用いて第三者の
ために請負工事を行った場合であっても、当該動産の請負代金全体に占める価格の
割合や請負人（買主）の仕事内容に照らして、請負代金債権の全部または一部を
もって転売代金債権と同視するに足りる特段の事情が認められるときは、動産の売
主はその請負代金債権を差し押さえて物上代位権を行使することができる。
5　抵当権者は、抵当不動産につき債務者が有する賃料債権に対して物上代位権を行
使することができるが、同不動産が転貸された場合は、原則として、賃借人が転借
人に対して取得した転貸賃料債権を物上代位の目的とすることはできない。
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問題31　ＡがＢから金 1000 万円を借り受けるにあたって、ＣおよびＤがそれぞれＡから
委託を受けて保証人（連帯保証人ではない通常の保証人で、かつお互いに連帯しな
い保証人）となり、その後ＣがＢに対して、主たる債務 1000 万円の全額を、同債
務の弁済期日に弁済した。この場合に関する以下の記述のうち、民法の規定に照ら
し、正しいものはどれか。なお、ＣＤ間には負担部分に関する特段の合意がないも
のとする。

1　ＣはＡおよびＤに対して求償することができ、求償権の範囲は、Ａに対しては、
1000 万円および求償権行使までに生じた利息、遅延損害金に及び、Ｄに対して
は、500 万円および求償権行使までに生じた利息、遅延損害金に及ぶ。
2　ＣはＡおよびＤに対して求償することができ、求償権の範囲は、Ａに対しては、
1000 万円および求償権行使までに生じた利息、遅延損害金等に及び、Ｄに対して
は、500 万円である。
3　ＣはＡに対してのみ求償することができ、求償権の範囲は、1000 万円および求
償権行使までに生じた利息、遅延損害金等に及ぶ。
4　ＣはＡに対してのみ求償することができ、求償権の範囲は、500 万円および求償
権行使までに生じた利息、遅延損害金等に及ぶ。
5　ＣはＤに対してのみ求償することができ、求償権の範囲は、500 万円および求償
権行使までに生じた利息、遅延損害金に及ぶ。
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問題32　債務引受および契約上の地位の譲渡（契約譲渡）に関する次の記述のうち、判例
に照らし、妥当なものの組合せはどれか。

ア　免責的債務引受は、債権者と引受人のみの契約でなすことはできず、債務者（原
債務者）を含む三者間の契約でしなければならない。
イ　併存的（重畳的）債務引受は、債務者（原債務者）の意思に反しても、債権者と
引受人のみの契約でなすことができる。
ウ　併存的（重畳的）債務引受があった場合、別段の意思表示がないときは、債務者
（原債務者）と引受人は、債権者に対し、それぞれ等しい割合で分割債務を負う。
エ　売主の地位や買主の地位の譲渡は、当該売買契約の相手方の承諾がないときは、
その相手方に対して効力を生じない。
オ　賃貸借の目的となっている不動産の所有者がその所有権とともに賃貸人の地位を
他に譲渡することは、賃貸人の義務の移転を伴うから、賃借人の承諾を必要とし、
新旧所有者間の契約ですることはできない。

1　ア・ウ
2　ア・オ
3　イ・ウ
4　イ・エ
5　エ・オ
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問題33　債権の準占有者に対する弁済等に関する次の記述のうち、民法の規定および判例
に照らし、妥当なものはいくつあるか。

ア　他人名義の預金通帳と届出印を盗んだ者が銀行の窓口でその代理人と称して銀行
から払戻しを受けた場合に、銀行が、そのことにつき善意であり、かつ過失がなけ
れば、当該払戻しは、債権の準占有者への弁済として有効な弁済となる。
イ　他人名義の定期預金通帳と届出印を盗んだ者が銀行の窓口で本人と称して、定期
預金契約時になされた定期預金の期限前払戻特約に基づいて払戻しを受けた場合
に、銀行が、そのことにつき善意であり、かつ過失がなければ、当該払戻しは、債
権の準占有者への弁済として有効な弁済となる。
ウ　他人名義の定期預金通帳と届出印を盗んだ者が銀行の窓口で本人と称して銀行か
ら定期預金を担保に融資を受けたが、弁済がなされなかったため、銀行が当該貸金
債権と定期預金債権とを相殺した場合に、銀行が、上記の事実につき善意であり、
かつ過失がなければ、当該相殺は、債権の準占有者への弁済の規定の類推適用によ
り有効な相殺となる。
エ　債権者の被用者が債権者に無断でその印鑑を利用して受取証書を偽造して弁済を
受けた場合であっても、他の事情と総合して当該被用者が債権の準占有者と認めら
れるときには、債務者が、上記の事実につき善意であり、かつ過失がなければ、当
該弁済は、債権の準占有者への弁済として有効な弁済となる。
オ　債権が二重に譲渡され、一方の譲受人が第三者対抗要件を先に具備した場合に、
債務者が、その譲受人に対する弁済の有効性について疑いを抱いてもやむをえない
事情があるなど、対抗要件で劣後する譲受人を真の債権者であると信ずるにつき相
当の理由があるときに、その劣後する譲受人に弁済すれば、当該弁済は、債権の準
占有者への弁済として有効な弁済となる。

1　一つ
2　二つ
3　三つ
4　四つ
5　五つ
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問題34　生命侵害等に対する近親者の損害賠償請求権に関する次の記述のうち、民法の規
定および判例に照らし、妥当なものはどれか。

1　他人の不法行為により夫が即死した場合には、その妻は、相続によって夫の逸失
利益について損害賠償請求権を行使することはできない。
2　他人の不法行為により夫が死亡した場合には、その妻は、相続によって夫本人の
慰謝料請求権を行使できるので、妻には固有の慰謝料請求権は認められていない。
3　他人の不法行為により、夫が慰謝料請求権を行使する意思を表明しないまま死亡
した場合には、その妻は、相続によって夫の慰謝料請求権を行使することはできな
い。
4　他人の不法行為により死亡した被害者の父母、配偶者、子以外の者であっても、
被害者との間にそれらの親族と実質的に同視し得る身分関係が存在するため被害者
の死亡により甚大な精神的苦痛を受けた場合には、その者は、加害者に対して直接
固有の慰謝料請求をすることができる。
5　他人の不法行為により子が重い傷害を受けたために、当該子が死亡したときにも
比肩しうべき精神上の苦痛をその両親が受けた場合でも、被害者本人は生存してお
り本人に慰謝料請求権が認められるので、両親には固有の慰謝料請求権は認められ
ていない。
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問題35　利益相反行為に関する以下の記述のうち、民法の規定および判例に照らし、妥当
なものの組合せはどれか。

ア　親権者が、共同相続人である数人の子を代理して遺産分割協議をすることは、そ
の結果、数人の子の間の利害の対立が現実化しない限り、利益相反行為にはあたら
ない。
イ　親権者である母が、その子の継父が銀行から借り入れを行うにあたり、子の所有
の不動産に抵当権を設定する行為は、利益相反行為にあたる。
ウ　親権者が、自己の財産を、子に対して有償で譲渡する行為は当該財産の価額の大
小にかかわらず利益相反行為にあたるから、その子の成年に達した後の追認の有無
にかかわらず無効である。
エ　親権者が、自らが債務者となって銀行から借り入れを行うにあたって、子の所有
名義である土地に抵当権を設定する行為は、当該行為がどのような目的で行なわれ
たかに関わりなく利益相反行為にあたる。
オ　親権者が、他人の金銭債務について、連帯保証人になるとともに、子を代理し
て、子を連帯保証人とする契約を締結し、また、親権者と子の共有名義の不動産に
抵当権を設定する行為は、利益相反行為にあたる。

1　ア・イ
2　ア・エ
3　イ・ウ
4　ウ・エ
5　エ・オ
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問題36　商法上の支配人に関する次の記述のうち、商法の規定に照らし、正しいものはど
れか。

1　商人が支配人を選任したときは、その登記をしなければならず、この登記の完了
により支配人も商人資格を取得する。
2　支配人は、商人の営業所の営業の主任者として選任された者であり、他の使用人
を選任し、または解任する権限を有する。
3　支配人の代理権の範囲は画一的に法定されているため、商人が支配人の代理権に
加えた制限は、悪意の第三者に対しても対抗することができない。
4　支配人は、商人に代わり営業上の権限を有する者として登記されるから、当該商
人の許可を得たとしても、他の商人の使用人となることはできない。
5　商人の営業所の営業の主任者であることを示す名称を付した使用人は、支配人と
して選任されていなくても、当該営業所の営業に関しては、支配人とみなされる。
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問題37　株式会社の設立における出資等に関する次の記述のうち、会社法の規定に照ら
し、妥当でないものの組合せはどれか。

ア　株主となる者が設立時発行株式と引換えに払込み、または給付した財産の額は、
その全額を資本金に計上することは要せず、その額の 2分の 1を超えない額を資本
準備金として計上することができる。
イ　発起人は、会社の成立後は、錯誤を理由として設立時発行株式の引受けの無効を
主張し、または詐欺もしくは強迫を理由として設立時発行株式の引受けの取消しを
することができない。
ウ　設立時発行株式を引き受けた発起人が出資の履行をしない場合には、当該発起人
は当然に設立時発行株式の株主となる権利を失う。
エ　発起人または設立時募集株式の引受人が払い込む金銭の額および給付する財産の
額の合計が、定款に定められた設立に際して出資される財産の価額またはその最低
額に満たない場合には、発起人および設立時取締役は、連帯して、その不足額を払
い込む義務を負う。
オ　設立時発行株式の総数は、設立しようとする会社が公開会社でない場合を除い
て、発行可能株式総数の 4分の 1を下ることはできない。

1　ア・イ
2　ア・オ
3　イ・ウ
4　ウ・エ
5　エ・オ
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問題38　取締役会設置会社であり、種類株式発行会社でない株式会社（委員会設置会社を
除く。）が行う株式の併合・分割等に関する次の記述のうち、会社法の規定に照ら
し、正しいものはどれか。なお、定款に別段の定めはないものとする。

1　株式を併合するには、その都度、併合の割合および株式の併合がその効力を生ず
る日を、株主総会の決議によって定めなければならない。
2　株式を分割するには、その都度、株式の分割により増加する株式の総数の分割前
の発効済株式の総数に対する割合および当該株式の分割に係る基準日ならびに株式
の分割がその効力を生ずる日を、株主総会の決議によって定めなければならない。
3　株式の無償割当てをするには、その都度、割り当てる株式の数およびその効力の
生ずる日を、株主総会の決議によって定めなければならない。
4　株式の分割によって定款所定の発行可能株式総数を超過することになる場合は、
あらかじめ株主総会の決議により発行可能株式総数を変更するのでなければ、この
ような株式の分割をすることはできない。
5　株券発行会社が株式の併合または分割をしようとするときは、いずれの場合で
あっても、併合または分割の効力が生ずる日までに、当該会社に対し当該株式に係
る株券を提出しなければならない旨の公告を行い、併合または分割した株式に係る
株券を新たに発行しなければならない。
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問題39　株主総会の決議に関する次の記述のうち、会社法の規定に照らし、妥当でないも
のはどれか。

1　取締役会設置会社の株主総会は、法令に規定される事項または定款に定められた
事項に限って決議を行うことができる。
2　取締役会設置会社以外の会社の株主総会においては、招集権者が株主総会の目的
である事項として株主に通知した事項以外についても、決議を行うことができる。
3　取締役または株主が株主総会の目的である事項について提案をした場合におい
て、当該提案につき議決権を行使できる株主の全員が書面または電磁的記録により
同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の株主総会の決議があったと
みなされる。
4　株主総会の決議取消しの訴えにおいて、株主総会の決議の方法に関する瑕疵が重
大なものであっても、当該瑕疵が決議に影響を及ぼさなかったものと認められる場
合には、裁判所は、請求を棄却することができる。
5　会社を被告とする株主総会の決議取消しの訴え、決議の無効確認の訴え、および
決議の不存在確認の訴えにおいて、請求認容の判決が確定した場合には、その判決
は、第三者に対しても効力を有する。
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問題40　株式会社（委員会設置会社を除く。）の次に掲げる事項のうち、会社法の規定に
照らし、その事項について定款の定めを必要としないものはどれか。

1　公開会社でない株式会社が、剰余金の配当を受ける権利に関する事項について、
株主ごとに異なる取扱いを行うこと
2　譲渡制限株式を発行する株式会社が、相続その他の一般承継により当該会社の譲
渡制限株式を取得した者に対し、当該株式を当該会社に売り渡すことを請求するこ
と
3　株券を発行していない株式会社が、その発行する全部の株式につき、株券を新た
に発行すること
4　取締役の数が 6人以上であって、そのうち 1人以上が社外取締役である株式会社
において、当該会社の代表取締役が当該会社を代表して多額の借財を行う場合に、
当該行為についての取締役会の決議については、特別取締役による議決をもって行
うこと
5　監査役会設置会社の取締役がその職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない
場合において、責任の原因となった事実の内容、当該取締役の職務の執行の状況そ
の他の事情を勘案して特に必要と認めるときに、当該会社の取締役会がその決議に
よって、当該取締役の損害賠償責任額から最低責任限度額を控除した額の限度で当
該損害賠償責任を免除すること
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問題41　次の文章は、ある最高裁判所判決の一節である。空欄 ア 〜 エ に当てはまる
語句を、枠内の選択肢（ 1〜20）から選びなさい。

右安全保障条約＊は、その内容において、主権国としてのわが国の平和と安全、ひ
いてはわが国 ア に極めて重大な関係を有するものというべきであるが、また、そ
の成立に当っては、時の イ は憲法の条章に基き、米国と数次に亘る交渉の末、わ
が国の重大政策として適式に締結し、その後、それが憲法に適合するか否かの討議を
も含めて衆参両院において慎重に審議せられた上、適法妥当なものとして国会の承認
を経たものであることも公知の事実である。
ところで、本件安全保障条約は、前述のごとく、主権国としてのわが国の ア に
極めて重大な関係をもつ ウ 性を有するものというべきであって、その内容が違憲
なりや否やの法的判断は、その条約を締結した イ およびこれを承認した国会の
ウ 的ないし エ 的判断と表裏をなす点がすくなくない。

（昭和 34 年 12 月 16 日刑集 13 巻 13 号 3225 頁）

1　存立の基礎	 2 　国権	 3 　建国の理念	 4 　幸福追求
5　自由裁量	 6 　憲法体制	 7 　衆議院	 8 　天皇
9　内閣総理大臣	 10　内閣	 11　国家	 12　権力分立
13　合目的	 14　合法	 15　高度の政治	 16　要件裁量
17　民主	 18　自由主義	 19　大所高所	 20　明白な違憲

（注）　＊　日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約

［問題41〜問題43は択一式（多肢選択式）］
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問題42　次の文章の空欄 ア 〜 エ に当てはまる語句を、枠内の選択肢（ 1〜20）から
選びなさい。

行政事件訴訟法は、「行政事件訴訟に関し、この法律に定めがない事項について
は、 ア の例による。」と規定しているが、同法には、行政事件訴訟の特性を考慮し
たさまざまな規定が置かれている。
まず、「行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為については、民事保全法…
に規定する イ をすることができない。」と規定されており、それに対応して、執行
停止のほか、仮の義務付け、仮の差止めという形で仮の救済制度が設けられている。
それらの制度の要件はそれぞれ異なるが、内閣総理大臣の異議の制度が置かれている
点で共通する。
また、処分取消訴訟については、「 ウ により権利を害される第三者」に手続保障

を与えるため、このような第三者の訴訟参加を認める規定が置かれている。行政事件
訴訟法に基づく訴訟参加は、このような第三者のほかに エ についても認められて
いる。

1　関連請求の訴え	 2 　仮処分	 3 　訴訟の一般法理
4　当該処分をした行政庁の所属する国又は公共団体	 5 　訴えの取下げ
6　民事執行	 7 　適正手続	 8 　訴えの利益の消滅
9　処分若しくは裁決の存否又はその効力の有無に関する争い
10　保全異議の申立て	 11　行政上の不服申立て	 12　強制執行　　
13　訴訟の提起	 14　民事訴訟	 15　執行異議の申立て
16　当該処分をした行政庁以外の行政庁	 17　訴えの変更　　
18　保全命令	 19　訴訟の結果
20　公益代表者としての検察官
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問題43　次の文章の空欄 ア 〜 エ に当てはまる語句を、枠内の選択肢（ 1〜20）から
選びなさい。

地方公務員法の目的は、「地方公共団体の人事機関並びに……人事行政に関する
ア を確立することにより、地方公共団体の行政の イ 的かつ ウ 的な運営並び
に特定地方独立行政法人の事務及び事業の確実な実施を保障し、もつて エ の実現
に資すること」（同法 1条）にあると定められている。まず、これを、国家公務員法
の目的規定（同法 1条 1 項）と比べてみると、 ア 、 イ 、 ウ という文言は共
通であるが、 エ は含まれていない。 ア という文言は、法律による規律は大枠に
とどめ、地方公務員制度の場合には地方公共団体の、国家公務員制度の場合には独立
行政委員会たる人事院の判断を尊重する趣旨である。次に、地方公務員法の目的規定
を、国家行政組織法の目的規定（同法 1条）と比べてみると、「 ウ 」という文言だ
けが共通に用いられている。この文言は、国民・住民の税負担に配慮した行政組織運
営を心がけるべきことを言い表していると考えられる。なお、 イ 的行政運営と
ウ 的行政運営とはしばしば相対立するが、行政組織が国民主権・住民自治を基盤
とすることに鑑みれば、 イ 的な運営が優先されるべきであろう。さらに、地方公
務員法の目的規定を、地方自治法の目的規定（同法 1条）と比べてみると、 イ 、
ウ 、 エ という文言が共通に用いられている。すなわち同法は、「 エ に基づい
て、…… イ 的にして ウ 的な行政の確保を図るとともに、地方公共団体の健全な
発達を保障すること」をその目的として掲げているのである。 エ は、これらの立
脚点であるとともに、実現すべき目標でもあるということになる。

1　処分基準	 2 　基本的人権	 3 　一般	 4 　成績主義
5　根本基準	 6 　安定	 7 　系統	 8 　能率
9　健全な財政運営	 10　総合	 11　自主	 12　職階制
13　一体	 14　地方自治の本旨	 15　地域	 16　審査基準
17　科学的人事管理	 18　民主	 19　職域自治	 20　権限配分原則
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問題44　Ａ市は、同市内に市民会館を設置しているが、その運営は民間事業者である株式
会社Ｂに委ねられており、利用者の申請に対する利用の許可なども、Ｂによってな
されている。住民の福利を増進するためその利用に供するために設置される市民会
館などを地方自治法は何と呼び、また、その設置などに関する事項は、特別の定め
がなければ、どの機関によりどのような形式で決定されるか。さらに、同法によれ
ば、その運営に当たるＢのような団体は、何と呼ばれるか。40 字程度で記述しな
さい。

（下書用）

問題45　Ａは複数の債権者から債務を負っていたところ、債権者の一人で懇意にしている
Ｂと相談の上、Ｂに優先的な満足を得させる意図で、Ａ所有の唯一の財産である甲
土地を、代物弁済としてＢに譲渡した。その後、Ｂは同土地を、上記事情を知らな
いＣに時価で売却し、順次、移転登記がなされた。この場合において、Ａの他の債
権者Ｘは、自己の債権を保全するために、どのような権利に基づき、誰を相手とし
て、どのような対応をとればよいか。判例の立場を踏まえて 40 字程度で記述しな
さい。

（下書用）

10 15

10 15

［問題44〜問題46は記述式］ 解答は、必ず答案用紙裏面の解答欄（マス目）に記述す
ること。なお、字数には、句読点も含む。( )
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問題46　Ｘは、甲土地をＹに対して売却する契約（以下、「本件契約」という。）を締結し
たが、Ｘは、本件契約時において、売却した甲土地はＡが所有するものであってＸ
に属しないことを知らなかった。その後、Ｘは、Ａに対して甲土地の売却を申し入
れたが、拒絶されたため、結局、その所有権を取得してＹに移転することができな
かった。このような場合において、善意の売主Ｘは、買主Ｙに対し、本件契約を解
除する旨の意思表示をしたい。解除にあたって、本件契約時に甲土地の所有権がＸ
に属しないことについて、Ｙが悪意のときは、どのようなことをし、Ｙが善意のと
きは、それに加えてどのようなことをすればよいか。「Ｙが悪意のときは、」および
「Ｙが善意のときは、それに加えて、」に続けて、民法の規定を踏まえて、それぞ
れ 10 字〜20 字程度で記述しなさい（「Ｙが悪意のときは、」および「Ｙが善意のと
きは、それに加えて、」は、記述すべき字数には含まれない）。

（	下書用）	 	
Ｙが悪意のときは、

 Ｙが善意のときは、それに加えて、

10 15

10 15
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問題47　日本の政治資金に関する次の記述のうち、妥当なものはどれか。

1　政党への公的助成である政党交付金の総額は、人口に 250 円を乗じて得た額を基
準として予算で定めることとされている。
2　政党交付金は、国会に一定の議席を持つ受給資格のある全政党が受給しており、
それらの政党では政治資金源の約半分を政党交付金に依存している。
3　政府は、政治腐敗防止のために政治資金規正法の制定を目指したが、国会議員か
らの反対が強く、まだ成立には至っていない。
4　政党への企業・団体献金は、政治腐敗防止のために禁止されているが、違法な政
治献金が後を絶たない。
5　政治資金に占める事業収入の割合は、政党交付金の受給資格がある全政党で極め
て低くなっている。

問題48　日本の中央政府の行政改革について、平成 13 年（2001 年）に実現した省庁再編
の内容として妥当なものの組合せはどれか。

ア　環境庁を環境省に移行した。
イ　防衛庁、海上保安庁の 2庁を防衛省に統合した。
ウ　首相府、沖縄開発庁、経済企画庁の 1府 2庁を内閣府に統合した。
エ　運輸省、建設省、北海道開発庁、国土庁の 2省 2庁を国土交通省に統合した。
オ　自治省、総務庁、金融庁、文化庁、気象庁の 1省 4庁を総務省に統合した。

1　ア・ウ
2　ア・エ
3　イ・ウ
4　イ・オ
5　エ・オ

一般知識等 ［問題47〜問題60は択一式（ 5肢択一式）］
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問題49　世界の都市に関する次の記述のうち、妥当なものはどれか。

1　19 世紀にル・コルビュジェは田園都市構想を提唱し、20 世紀のロンドンの
ニュータウン建設に影響を与えた。
2　住宅地域が中心都市から郊外に拡大し、農地などが無秩序に宅地化される現象を
ストロー現象という。
3　大都市の旧市街地で、住宅の老朽化や貧困層の集中などにより問題が起きること
を、イントラシティ問題という。
4　ある国で、特定の都市に人口が集中し、 2位以下の都市との人口差が極端に大き
い場合、前者の都市をプライメイトシティという。
5　グローバル経済化の進展により、農村部から人口が流入して形成されたアフリカ
の巨大なスラム街を含む都市をグローバルシティという。

問題50　日本の公債発行に関する次のア〜オの記述のうち、妥当なものはいくつあるか。

ア　財政法の規定では赤字国債の発行は認められていないが、特例法の制定により、
政府は赤字国債の発行をしている。
イ　東日本大震災以降、政府一般会計当初予算では、歳入の 4割以上が国債発行によ
り調達されている。
ウ　東日本大震災以降の新規国債発行額をみると、建設国債のほうが赤字国債よりも
発行額が多い。
エ　都道府県や市区町村が地方債発行により財源を調達する際には、当該地方議会の
議決に加えて、国の許可を受けることが義務づけられている。
オ　地方自治体が発行する地方債は建設事業の財源調達に限られており、歳入を補填
するための地方債は発行されていない。

1　一つ
2　二つ
3　三つ
4　四つ
5　五つ
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問題51　核軍縮・核兵器問題への国際社会の対応に関する次のア〜オの記述のうち、妥当
でないものの組合せはどれか。

ア　包括的核実験禁止条約（CTBT）は、国連総会で採択され、その後、米中やイン
ド・パキスタンを含む多くの国連加盟国が署名・批准を済ませ発効した。
イ　東南アジア・中南米・アフリカなどの地域では、非核兵器地帯を創設する多国間
条約が締結されている。
ウ　冷戦中、米ソ両国は中距離核戦力（INF）の全廃に向けて何度も交渉を行ったが
難航し、条約の締結までには至らなかった。
エ　核兵器非保有国への核兵器移譲や核兵器非保有国の核兵器製造を禁止する核拡散
防止条約（NPT）では、米露英仏中の 5カ国が核兵器保有国と規定されている。
オ　核拡散防止条約（NPT）では、核兵器非保有国の原子力（核）の平和利用は認
められているが、軍事転用を防止するために国際原子力機関（IAEA）の査察を受
ける義務を負う。

1　ア・イ
2　ア・ウ
3　イ・エ
4　ウ・オ
5　エ・オ
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問題52　次の文章の空欄 ア 〜 エ に入る語句の組合せとして正しいものはどれか。

第二次世界大戦後の国際経済は、1944 年のブレトンウッズ協定に基づいて設立さ
れた ア と イ 、1947 年に締結された ウ を中心に運営された。
イ は大戦後の経済復興と開発のための資金提供を目的としていた。日本は イ

からの融資を受け、東海道新幹線や黒部ダムなどを建設している。その後、 イ は
発展途上国の経済発展のための融資機関となった。
また ウ のもとでは 8回の関税引き下げ交渉がもたれたが、それは貿易拡大によ

る国際経済発展に貢献するとともに、その後 エ の設立をもたらした。 エ では、
ウ の基本精神を受け継ぎつつ、交渉を続けている。

1　ア　IBRD	 イ　IMF	 ウ　GATT　　エ　WTO
2 　ア　GATT　　イ　IMF	 ウ　WTO	 エ　IBRD
3 　ア　IBRD	 イ　IMF	 ウ　WTO	 エ　GATT
4 　ア　IBRD	 イ　WTO　　ウ　IMF	 エ　GATT
5 　ア　IMF	 イ　IBRD	 ウ　GATT	 エ　WTO
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問題53　人口構造に関する次のア〜オの記述のうち、誤っているものの組合せはどれか。

ア　現在の世界の人口は 70 億人に達しており、今後も更に増加を続け、2050 年には
90 億人に達する見込みである。
イ　発展途上国では人口爆発の状態にあるが、これは出生率が高いことに加え、医
療・衛生面の改善により、多産少死構造になっているためである。
ウ　アメリカでは、産業の高度化とともに、女性の社会進出が起こり、晩婚化、少子
化が進んだ結果、人口減少が起こっている。
エ　日本は人口減少局面にあるが、人口が減少しているのは地方圏ばかりではなく、
東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県の 1都 3県全体においても深刻な少子化を背景
に、近年、人口が減少に転じた。
オ　中国では人口を抑制するために一人っ子政策が打ち出されていたが、高齢化の進
展などを理由として、一人っ子政策の見直しが行われた。

1　ア・イ
2　ア・オ
3　イ・ウ
4　ウ・エ
5　エ・オ

問題54　難民に関する次の記述のうち、明らかに誤っているものはどれか。

1　国際連合難民高等弁務官事務所は、国際連合の難民問題に関する機関であり、か
つて、緒方貞子が高等弁務官を務めたことがある。
2　難民の地位に関する条約は、難民の人権保障と難民問題解決のための国際協力を
効果的にするためのものであり、日本も加入している。
3　シリアの内戦は 2014 年に入っても終結せず、大量の難民がレバノンなどの周辺
国へと避難する事態が続いている。
4　難民には、政治難民、災害難民、経済難民など多くの種類があるといわれている
が、日本では、積極的な国際貢献のため、その種類を問わず広く難民を受け入れて
いる。
5　日本では、かつて、1975 年のベトナム戦争終結期に生じた「インドシナ難民」
といわれる人々を受け入れる措置をとった。
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問題55　現行の選挙制度において、インターネットによる選挙運動が可能となっているも
のもあるが、次の記述のうち、妥当なものはどれか。

1　候補者が、当選又は落選に関し、選挙人に挨拶する目的をもって、ホームページ
や電子メールを利用した選挙期日後の挨拶行為をすることは、可能である。
2　候補者が、選挙運動用のホームページに掲載された文書を選挙期日当日に更新す
ることは、可能である。
3　一般の有権者が、電子メールを送信することによる選挙運動を行うことは、可能
である。
4　未成年者が、ホームページや電子メールを用いた選挙運動を行うことは、可能で
ある。
5　候補者が、屋内での演説会開催中に選挙運動用のウェブサイトをスクリーンに映
写しながら政策を語ることは、可能ではない。

問題56　住民基本台帳ネットワークシステム及び住民基本台帳カードに関する次の記述の
うち、妥当なものはどれか。

1　住民基本台帳カードの発行手数料は無料であり、発行にかかる費用は、市区町
村、都道府県、国で負担している。
2　住民基本台帳ネットワークシステムは、市区町村、都道府県、国の各省庁を専用
のネットワーク回線により接続し、住民の基本 5情報（氏名、住所、生年月日、性
別、本籍）を参照し合うシステムである。
3　銀行口座開設を行う際には、写真付き住民基本台帳カードを公的な身分証明書と
して利用することができる。
4　住民基本台帳ネットワークシステムに対しては、2008 年に最高裁判所によって
合憲判決が下されているにもかかわらず、同システムから脱退する市区町村が増加
している。
5　外国人住民は、住民基本台帳制度の適用対象者でないため、数年にわたり日本に
在住していたとしても、住民基本台帳カードの交付を申請することはできない。
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問題57　個人情報の保護に関する法律では、個人情報取扱事業者の義務について定めてい
るが、一定の個人情報取扱事業者については、その目的によって、義務規定の適用
が除外されることが定められている。次の組合せのうち、この適用除外として定め
られていないものはどれか。

1　町内会又は地縁による団体が、地域の交流又は活性化の用に供する目的で、個人
情報を取扱う場合
2　著述を業として行う者が、著述の用に供する目的で、個人情報を取扱う場合
3　大学その他の学術研究を目的とする機関若しくは団体又はそれらに属する者が、
学術研究の用に供する目的で、個人情報を取扱う場合
4　宗教団体が、宗教活動の用に供する目的で、個人情報を取扱う場合
5　政治団体が、政治活動の用に供する目的で、個人情報を取扱う場合


